
   茅ヶ崎市こども育成部保育課所管に係る社会福祉法人助成要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、茅ヶ崎市こども育成部保育課が所管する社会福祉法人の助成につい 

 て、茅ヶ崎市社会福祉法人助成条例（昭和４０年茅ヶ崎市条例第１８号。以下「条例」

と いう。）及び茅ヶ崎市社会福祉法人助成条例施行規則（昭和４０年茅ヶ崎市規則第

２３号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

 （助成の種類等） 

第２条 助成の種類、助成の目的、助成対象者、助成事業等及び補助金等は、別表に定め 

 るとおりとする。 

 （申請書の様式等） 

第３条 条例第５条に規定する申請書の様式及び提出期限は、別表に定めるとおりとする 

 。 

 （助成決定通知書の様式） 

第４条 規則第２条に規定する助成決定通知書の様式は、別表に定めるとおりとする。 

 （助成の条件） 

第５条 条例第６条第２項に規定する助成の条件は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 助成事業等の内容又は助成事業等の経費の配分を変更しようとする場合は、速やか 

  に市長の承認を受けるべきこと。 

 (2) 助成事業等を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受ける 

  べきこと。 

 (3) 助成事業等が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は助成事業等の遂行が困 

  難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けるべきこと。 

 (4) 条例、規則及びこの要綱の定めに従うこと。 

 (5) その他市長が必要と認める条件 

 （計画変更等承認申請書の様式） 

第６条 規則第４条に規定する計画変更（中止・廃止）承認申請書の様式は、第３号様式 

 のとおりとする。 

 （計画変更等承認通知書の様式） 



第７条 規則第５条に規定する計画変更（中止・廃止）承認通知書の様式は、第４号様式 

 のとおりとする。 

 （助成の時期） 

第８条 助成の時期は、別表に定めるとおりとする。 

 （実績報告書の様式等） 

第９条 条例第９条の規定による実績報告書の様式、同報告書に添付を要する書類及び提 

 出期限は、別表の定めるとおりとする。 

 （額の確定） 

第１０条 市長は実績報告書の提出があったときは、必要に応じて変更交付決定額の範囲 

 において確定の通知を行うことする。 

 （交付金の返還） 

第１１条 市長は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその額を超える 

 交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について返還すること 

 を命ずる。 

 （財産処分の制限） 

第１２条 条例第１４条及び規則第７条の規定により市長が定める財産の種類及び期間は 

 、別表のとおりとする。 

 （書類の整備等） 

第１３条 補助金等の助成を受けた社会福祉法人は、助成事業等に係る収入及び支出を明 

 らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保存してお 

かなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該助成事業等の完了の日の属する市の会計年 

 度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

 （届出事項） 

第１４条 助成事業等を行う社会福祉法人は、所在地又は名称若しくは代表者を変更した 

 ときは、速やかに文書をもってその旨を市長に届け出なければならない。 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額） 

第１５条 補助金等の助成を受けようとする社会福祉法人は、申請を行うにあたって、消 

 費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、当該補助金に係る消費税及 



 び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当 

 額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額と 

 して控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規 

 定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占める補助金の 

 割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請するとともに、その計 

 算方法や積算の内訳等を記載した書類を申請書に添えて提出しなければならない。ただ 

 し、申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明ら 

 かでないものについては、この限りではない。 

２ 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、実績報 

 告書を提出するにあたって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税 

 額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３ 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、実績報 

 告後に消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 が確定した場合には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第６号様式） 

 により、すみやかに市長に対して報告しなければならない。 

４ 市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全 

 部又は一部の返還を命ずるものとする。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表の４の表の付表の規定にかかわらず、平成１３年度において助成対象事 

 業を開始した月（４月１日から助成対象事業を開始した場合にあっては４月又は５月） 

 の平均対象児童数（次に掲げる数のうちいずれか大きい方の数をいう。以下同じ。）が 

 ６人以上である保育所に係る平成１４年度の助成金額は、同表の規定により算出した額 

 又は２，２６２，０００円のいずれか大きい方の額とする。ただし、当該保育所が同年 

 度の途中において助成対象事業を廃止し、又は中止したときは、同年度の助成金額は、 

 同表の規定により算出した額又は助成対象事業の実施月数に１８８，５００円を乗じて 

 得た額のいずれか大きい方の額とする。 

 (1) １月のすべての週（次のアからオまでに掲げるもののいずれかをいう。以下同じ。 

  ）における１日当たりの助成対象事業を利用した児童の数のうち最大の数（以下「週 



  間最大利用者数」という。）を合計して得た数を当該月の週の数で除して得た数 

  ア 月曜日から金曜日までの間 

  イ 月の初日（その日が火曜日から木曜日までのいずれかの日である場合に限る。） 

    から最初の金曜日までの間 

  ウ 月の初日（その日が金曜日の場合に限る。） 

  エ 月の最後の月曜日から末日（その日が火曜日から木曜日までのいずれかの日であ 

    る場合に限る。）までの間 

  オ 月の末日（その日が月曜日の場合に限る。） 

 (2) １月（その月の週の数が５である場合に限る。）の週のうち週間最大利用者数が最 

  も少ない週（前号のアを除く。）以外の週の週間最大利用者数を合計して得た数をそ 

  の月の週の数から１を減じて得た数で除して得た数 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１２年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の茅ヶ崎市保健福祉部児童福祉課所管に係る社会福祉法人助成要綱の規定は、 

 この要綱の施行日以後の申請に係る助成について適用し、同日前の申請に係る助成につ 

 いては、なお従前の例による。 

３ 改正後の別表の１の表助成の時期の項、別表の２の表助成の時期の項及び別表の３の 

 表助の時期の項の規定にかかわらず、平成１３年度における助成に係るこれらの規定の 

 適用については、これらの規定中の「５月」とあるのは「６月」とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年１月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１３年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年３月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１３年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 



 この要綱は、平成１４年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１４年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年３月１日から施行し、改正後の茅ヶ崎市少子高齢部児童福祉課 

所管に係る社会福祉法人助成要綱の規定は、平成１４年度に係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１５年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１６年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１７年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１８年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成１９年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２０年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２１年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年３月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２１年４月 

１日から適用する。 



   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２２年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年３月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２２年４月 

１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２３年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２４年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２５年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２６年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２７年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２７年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２９年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成３０年度に



係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、平成３１年度に 

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年７月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和２年度に係る 

補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年２月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和２年度に係る 

補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和３年度に係る

補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和４年度に係る

補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和５年度に係る

補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和５年１２月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和５年度に係

る補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和６年度に係る

補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年７月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和６年度に係る

補助金から適用する。 

附 則 



この要綱は、令和６年１０月１日から施行し、改正後の別表の規定は、令和６年度に係

る補助金から適用する。 

  



別表（第２条～第４条、第８条、第９条、第１２条関係） 

１ 茅ヶ崎市民間保育所等運営費助成金 

助成の目的 保育所（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「 

法」という。）第３９条第１項に規定する保育所をいう。 

以下同じ。）及び認定こども園（就学前の子どもに関する 

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１ 

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園 

をいう。以下同じ。）における自主的な施設経営を促進す 

るとともに、経営基盤の安定及び強化並びに入所児童の処 

遇の向上を図る。 

助成対象者 保育所又は認定こども園を設置経営する社会福祉法人 

なお、児童養護施設である茅ヶ崎学園及び白十字林間学校 

を設置経営する社会福祉法人は付表１における保育所施設 

整備費のみ対象とする（茅ヶ崎市暴力団排除条例（平成 

２３年茅ヶ崎市条例第５号）第２条第４号に規定する暴力 

団員等又は同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等で 

ある者を除く。）。 

助成対象事業等 付表１のとおり 

ただし、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号 

）に基づく施設型給付や他の補助金を優先的に活用するこ 

と。また、就学前の子どもの教育、保育等の総合的な提供 

の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づ 

き内閣総理大臣、文部科学省大臣及び厚生労働大臣が定め 

る施設の設備及び運営に関する基準（平成２６年内閣府告 

示・文部科学省告示・厚生労働省告示第２号）第１の３に 

規定する地方裁量型認定こども園については、損害保険加 

入費、延長保育促進事業運営費、一時預かり事業運営費、

保育エキスパート等研修代替保育士雇用費及び紙おむつ処



分事業費のみ対象とする。 

助成金額等 付表２のとおり 

ただし、補助対象経費は子ども・子育て支援法に基づく施 

設型給付や他の補助金の対象経費と重複しないこと。また 

、地方裁量型認定こども園については、延長保育促進事業 

運営費のうち２及び３のみ対象とする。 

助
成
申
請
書 

様式 第１号様式 

提出期限 別に定める日 

添付書類 １ 事業計画書 

２ 助成金申請額算定内訳書 

３ 収支予算書 

４ 貸借対照表 

５ 土地借受費の交付を受けようとする場合にあっては、 

 土地賃貸借契約書の写し 

６ 建物借受費の交付を受けようとする場合にあっては、 

 建物賃貸借契約書の写し 

７ 保育所等施設整備費の交付を受けようとする場合にあ 

 っては、理由書、平面図及び立面図、見積書の写し、施 

 工前の写真 

８ 保育所施設整備借入償還金費の交付を受けようとする 

 場合にあっては、償還表の写し 

９ 実施事業における支出予定がわかる書類 

１０ その他市長が必要と認める書類 

助成決定通知書様式 第２号様式 

助成の時期 請求のあった日から３０日以内 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 ５月３１日 

添付書類 １ 事業報告書 



２ 収支決算書 

３ 助成事業精算書 

４ 実施事業における支出がわかる書類 

５ 保育所等施設整備費・保育所施設整備借入償還金費の 

 交付をうけた場合にあっては、領収書の写し、施工後の 

 写真 

６ その他市長が必要と認める書類 

付表１ 

助成金の種類 助成対象事業等の内容 

保育士雇用費 １ 次に掲げる要件のいずれをも満たす保育所又は認定こ

ども園（新たに開所した日から３年を経過していない保

育所又は認定こども園を除く。）における特定教育・保

育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の

留意事項について（令和５年５月１９日付けこ成保３８

、５文科初第４８３号こども家庭庁成育局長、文部科学

省初等中等教育局長連名通知）（以下この表において「

国通知」という。）に定められた人数を超えて配置され

る保育士、教員（教諭を含む。）、看護師、保健師、栄

養士（管理栄養士を含む。）又は放課後児童クラブに関

わる職員（以下「保育士等」という。）の雇用に要する

費用（看護師（付表２保育士雇用費の項１(2)に該当する

者を除く。）、保健師又は栄養士にあっては、これらの

者のうち１人分の雇用に要する費用）。 

(1) ４月１日時点の教育・保育給付認定区分において、２

号認定又は３号認定を受けて入園している児童の数が定

員に１０分の９を乗じて得た数以上であること 

(2) 保育所にあっては国通知に定める主任保育士専任加算

を満たし、認定こども園にあっては主幹保育教諭等の専



任化により子育て支援の取組を実施していない場合に該

当しないこと 

２ 市長が認める場合において、交付された額の一部を保

育士等の処遇を改善する費用に充てることができる。 

年齢別利用者基礎加算 実施年齢（保育等が実施される年度の４月１日における児 

童の年齢をいう。以下同じ。）１歳及び２歳である児童の 

受入の促進及び処遇の改善を図るための経費 

土地借受費 保育所の敷地の借受けに要する経費 

建物借受費 保育所の建物の借受け（神奈川県安心こども交付金事業費 

補助金交付要綱の規定により神奈川県から交付を受ける借 

受けを除く。）（最初に交付を受ける建物借受費に係る借 

受けをする月以降２０年間を限度とする。）に要する費用 

損害保険加入費 賠償責任保険及び利用者に係る傷害保険の加入に要する経 

費（スポーツ振興センターの災害共済給付に加入の場合は 

併用可） 

地域育児センター費 保育所において実施する次に掲げる事業に要する費用 

１ 園庭開放事業 

  地域の在宅の子育て家庭同士の交流及び情報交換の場

の提供等を企画実施する事業 

２ 在宅育児支援事業 

  保育所が育児経験不足の保護者に対して、育児に不安

のある保護者に対して育児相談を行う事業 

３ 相談機能強化事業 

  育児に関する多様な相談に対し的確に応ずることがで

きるよう、児童の心理、保健、栄養その他の育児に関わ

る専門的な知識及び経験を有する者の派遣を受け、育児

に関する相談を担当する者の技能の向上を図る事業 

４ 実習受け入れ事業等 



  保育所を開放すること等により、実習生および保育ボ

ランティア、就労希望者等に対する指導及び育成を行う

事業 

ふれあい補助者雇用費 保育園の定員に応じてふれあい保育補助者（資格不問）を 

配置し、特別な配慮を必要とする児童等に対する保育の充 

実を図る費用 

１ ふれあい保育補助者の募集、雇用、管理事務 

  ふれあい保育補助事業を行うため、ふれあい保育補助

者に関する事務を行う。 

２ ふれあい保育補助者の業務内容 

  保育補助者として、次の業務に重点を置いて従事する

こと。軽度発達障害等、特別な配慮を必要とする児童の

見守り及びその担当保育士の業務補助・食物アレルギー

児対応のための調理補助。なお、ふれあい保育補助事業

としての従事者であることから、保育士資格取得者であ

っても、既存事業の対保育士人数には含めないこと。 

３ 配置人数 

  最低基準及びその他の助成金が求める加配の他、さら

に職員を加配できる。 

 (1) 定員 １２０名未満 ３名 

 (2) 定員 １２０名以上 ４名 

障害児保育費 特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等 

の改正に伴う実施上の留意事項についての療育支援加算に 

該当している場合で次のいずれかに該当する障害児を保育 

する事業 

１ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年

法律第１３４号）第３条に規定する支給要件を満たす障

害児 



２ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）別表

に定める障害を有する障害児 

３ 知能指数がおおむね７０以下である障害児 

４ 発達障害者支援法（平成１０年法律第１６７号）第２

条に規定する発達障害を有する障害児 

５ 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律

（令和３年法律第８１号）第２条第２項に規定する医療

的ケア児 

６ その他市長が上記と同等と認める児童 

延長保育促進事業運営費 保育所における延長保育事業を円滑に実施し、延長保育に 

対する保育需要に対応するとともに、入所児童の福祉の向 

上を図る費用。１１時間の開所時間を超えて、さらに３０ 

分以上の延長保育を実施する事業（以下「延長保育事業」 

という。）。なお、延長保育事業とは、延長保育事業実施 

要綱（平成２７年７月１７日付雇児発０７１７第１０号） 

に定められた事業をいう。（ただし、同要綱が改正された 

場合には、改正後の要綱を適用する。）また、実施体制を 

整えている場合に限り、児童数の実績に関わらず事業を実 

施したとみなすこととする。なお、平均対象児童数は、年 

間の上記の延長時間区分における各週の最も多い利用児童 

数から各月における各週の最も少ない利用児童数最を除い 

た人数をもって平均し、小数点以下第一位を四捨五入して 

得た数とする。 

一時預かり事業運営費 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった児 

童を保育所において一時的に預かり、必要な保護を行うこ 

とにより、子育て家庭における保護者の負担の軽減を図る 

とともに児童の福祉の向上を図る費用。なお、一時預かり 

事業とは、一時預かり事業実施要綱（平成２７年７月１７ 



日付雇児発０７１７第１１号）に定められた事業をいう。 

（ただし、同要綱が改正された場合には、改正後の要綱を 

適用する。） 

保育所等業務効率化推進

事業費 

保育所等における業務効率化の推進を図ることを目的とす 

る次に掲げる機能を有するシステムの導入 

(1) 保育に関する計画及び記録に関する機能 

(2) 児童の登園及び降園の管理に関する機能 

(3) 保護者との連絡に関する機能 

(4) キャッシュレス決済に関する機能 

保育所施設整備借入償還

金費 

児童福祉の増進を目的として施設整備又は設備整備を行う 

ため借入れを行った社会福祉法人に当該借入償還金の助成 

を行うことにより経営基盤の安定を図る費用。保育所が施 

設整備又は設備整備を行うため、当該経費を独立行政法人 

福祉医療機構又は社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会の 

いずれかにより借入れを行い、当該借入金（平成２３年３ 

月３１日以前に契約をしたものに限る。）の返済を行う費 

用 

保育エキスパート等研修 

代替保育士雇用費 

保育士等が研修を受講しやすい環境を整えるとともに、保 

育士等が研修に参加している期間において保育の質の確保 

を図る事業 

紙おむつ処分事業費 保育所又は認定こども園において児童が使用した紙おむつ 

の処分 

 

付表２ 

助成金の種類 助成金額 

保育士雇用費 １ 保育士等の雇用に要する費用に相当する額（当該額が

次に掲げる額を超える場合は、それぞれに定める額）と

する。ただし、雇用する保育士等の人数が年度の途中に



おいて変更になる場合又は年度の途中から事業を開始し

た場合にあっては、当該額を１２で除して得た額に事業

を実施した月数（月の初日以外の日に事業を開始したと

きは、当該事業を開始した日の属する月を除く。）を乗

じて得た額（当該額に１，０００円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額））を上限とする。 

(1) (2) に規定する加配職員以外の加配職員１人につき年

額３，７２４，０４０円 

(2) 医療的ケアを行う看護師である加配職員１人につき年

額５，２９０，０００円 

２ １に定める助成金額の算定に当たっては、１施設当た

り加配職員４人（当該施設の定員が１２０人未満の場合

は、３人）を上限とする。ただし、子ども・子育て支援

法の規定による給付加算項目におけるチーム保育推進加

算又はチーム保育加配加算の対象となっている場合は、

次に掲げる当該施設の定員の区分に応じて、それぞれに

定める人数を上限とする。 

(1) １２０人以上 ３人 

(2) １２０人未満 ２人 

３ １に定める助成金額の算定に当たっては、１(2) に定

める額は、２人を上限とする。 

４ 加配職員の人数は、常勤換算後年間平均にて算出する

。 

年齢別利用者基礎加算 実施年齢が１歳である児童の年間受入児童数（４月１日

から翌年３月３１日までの間において保育を実施した児

童の数をいう。以下同じ。）に２０，０００円を乗じて

得た額及び実施年齢が２歳である児童の年間受入児童数

に１０，０００円を乗じて得た額を合計した額。ただし



、年度当初において施設が次に掲げる条件のうちいずれ

かを満たしている場合に限る。 

１ 実施年齢１及び２歳の入所人数の和が定員の和を超過 

している。 

２ 実施年齢１及び２歳において待機している児童がいな 

い。 

３ 実施年齢１及び２歳の入所人数が定員を満たしてお 

り、面積基準により定員を超える受け入れができない。 

４ その他市長が認める場合。 

土地借受費 予算の範囲内で市長が定める額 

建物借受費 予算の範囲内で市長が定める額 

損害保険加入費 賠償責任保険及び利用者に係る傷害保険の加入に要する費 

用の額に２分の１を乗じて得た額 

地域育児センター費 次に掲げる額を限度として現に事業に要する費用（人件費 

及び食料費を除く。）の額 年額１５０，０００円 

ふれあい補助者雇用費 １人当たり、次に定めるいずれかの額を限度として現に事 

業に要する費用。ただし、雇用する保育士等の人数が年度 

の途中において変更になる場合又は年度の途中から事業を 

開始した場合にあっては、次に掲げる額を１２で除して得 

た額に事業を実施した月数（月の初日以外の日に事業を開 

始したときは、当該事業を開始した日の属する月を除く。 

）を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数があ 

るときは、これを切り捨てた額））を上限とする。 

１ １人目 既存保育士負担軽減対象 年額１，７４６， 

 ０００円 

２ ２人目以降は以下の(1)～(4)の額とする。 

 (1) 保育人材確保事業の実施について（平成２９年４月 

  １７日雇児発０４１７第２号）の別添８に定める保育 



  補助者雇上強化事業対象の場合 年額２，２１５，０ 

００円 

 (2) 保育人材確保事業の実施について（平成２９年４月 

  １７日雇児発０４１７第２号）の別添７に定める保育 

  体制強化事業対象の場合 年額１，７４６，０００円 

 (3) 障害児保育費に該当しない児童で、個別支援計画を 

  作成し、療育支援へ繋いでいく段階にある児童が複数 

  いる場合 年額１，０８０，０００円 

 (4) 上記以外の場合 年額１，０８０，０００円 

障害児保育費 １ 次に掲げる額を合算した額 

(1) 次に掲げる障害児の区分に応じ、それぞれに定める額 

ア イからエまでに掲げる障害児以外の障害児１人につ

き月額１０３，４００円 

イ 地方裁量型認定こども園に在園している障害児１人に

つき月額６５，３００円 

ウ 幼保連携型認定こども園（学校法人立除く。）及び保

育所型認定こども園に在園し、教育・保育給付認定区分

において１号認定を受けている障害児１人につき月額６

５，３００円 

エ 医療的ケア児である障害児１人につき年額３，７２４

，０４０円 

(2) ４月１日以降に新たに入所した医療的ケア児１人につ

き当該医療的ケア児に対する医療的ケアを実施するため

に要する費用の額に相当する額（その額が１，０００，

０００円を超える場合には、１，０００，０００円） 

２ １に定める助成金額の算定に当たっては、１施設当た

り障害児４人を上限とする。ただし、医療的ケア児であ

る障害児については、この限りでない。 



延長保育促進事業運営費 １ 次に掲げる場合に応じ、それぞれに定める額 

 (1) ３０分を超え１時間以内の延長保育を実施する場合 

  月額２０，０００円 

 (2) １時間を超え２時間以内の延長保育を実施する場合 

  月額８０，０００円 

２ 一般型 

 (1) 保育短時間認定（在籍児童１人当たり年額） 

  ア 保育所及び認定こども園並びに事業所内保育事業 

   （定員２０人以上） 

延長時間区分  

１時間 ２０，２００円 

２時間 ４０，４００円 

３時間 ６０，６００円 

 (2) 保育標準時間認定（１事業当たり年額） 

  ア 保育所及び認定こども園 

延長時間区分  

３０分 ６００，０００円 

１時間 １，７６０，０００円 

２～３時間 ２，７６１，０００円 

４～５時間 ５，６７３，０００円 

６時間以上 ６，７０４，０００円 

３ 延長保育料の免除を行った場合の助成金額 

  児童（Ｂ階層の世帯に属する児童については、延べ２

７時間３０分以内の延長保育を利用している児童にあっ

てはその扶養義務者から児童１人につき１，０００円以

上の延長保育料を、延べ２７時間３０分を超える延長保

育を利用している児童にあってはその扶養義務者から児

童１人につき５００円以上の延長保育料を徴収している



場合における児童に限る。）１人につき次の表に定める

額 

保育料の階層 助成金額（月額） 

Ａ階層 当該減免した額。ただし、次に掲げる児 

童の区分に応じ、それぞれに定める額を 

上限とする。 

１ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ２７時間以内である児童 ４， 

 ０００円 

２ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ２７時間を超え４０時間３０分 

 以内である児童 ６，０００円 

３ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ４０時間３０分を超える児童  

 ８，０００円  

Ｂ階層 当該減免した額。ただし、次に掲げる児 

童の区分に応じ、それぞれに定める額を 

上限とする。 

１ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ２７時間以内である児童 月額 

 ３，０００円 

２ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ２７時間を超え４０時間３０分 

 以内である児童 月額４，５００円 

３ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ４０時間３０分を超える児童  

 月額６，０００円 
 

一時預かり事業運営費 １ 運営費 



 (1) 一般型 

  ア 一般型対象児童（イを除く）（１か所当たり年額 

   ） 

    保育従事者が全て保育士（１日当たり平均利用児

童数が概ね３人以下の施設において、保育士とみな

される家庭的保育者と同等の研修を修了した者を含

む。）の場合 

年間延べ利用児童数 基準額 

３００人未満 ２，８３３，０００円 

３００人以上９００人未満 ３，１０５，０００円 

９００人以上１，５００人 

未満 

３，３２１，０００円 

１，５００人以上２，１０ 

０人未満 

４，７９７，０００円 

２，１００人以上２，７０ 

０人未満 

６，２７３，０００円 

２，７００人以上３，３０ 

０人未満 

７，７４９，０００円 

３，３００人以上３，９０ 

０人未満 

９，２２５，０００円 

３，９００人以上 １０，７０１，０００円 

  イ 特別支援児童（障害児・多胎児（児童１人当たり 

   日額） ３，６００円 

 (2) 余裕活用型（児童１人当たり日額） 

  ア 基本分 ２，４００円 

  イ 特別支援児童（障害児・多胎児）加算（児童１人 

   当たり日額） ３，６００円 

保育所等業務効率化推進 付表１保育所等業務効率化推進事業費の項(1) から(4) ま



事業費 でに掲げる機能を有するシステムの導入に要する費用の額

に相当する額（当該額に１，０００円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）に４分の３を乗じて得た額と

し、次の表に定める額を上限とする。 

 端末の導入を伴う

場合の上限額 

端末の導入を伴わ

ない場合の上限額 

１つの機能を

有するシステ

ムを導入する

場合 

５２５，０００円 １５０，０００円 

２つの機能を

有するシステ

ムを導入する

場合 

６７５，０００円 ３００，０００円 

３つの機能を

有するシステ

ムを導入する

場合 

８２５，０００円 ４５０，０００円 

４つの機能を

有するシステ

ムを導入する

場合 

９７５，０００円 ６００，０００円 

 

保育所施設整備借入償還

金費 

当該年度約定返済額の元金（借入償還金一部免除決定があ 

る場合は、当該免除額を控除した額）に４分の３を乗じて 

得た額とする。 

保育エキスパート等研修

代替保育士雇用費 

助成対象経費及び助成基準額は次のとおりとする。 

１ 助成対象経費は、保育士等（「保育士等」とは、保育 



 士等キャリアアップ研修の実施について（平成２９年４ 

 月１日付け雇児保発０４０１第１号）３(1)に定める研修 

 の対象者）が研修（「研修」とは、保育士等キャリアア 

 ップ研修の実施について（平成２９年４月１日付け雇児 

 保発０４０１第１号）に基づき、県が実施する研修（委 

 託を含む）及び県が指定した研修をいう。）に参加する 

 にあたり、保育所等が代替保育士等を雇用した場合に要 

 する雇用経費（公定価格の基本分単価に含まれる保育士 

 １人当たり年間３日分の研修代替要員分を除く。） 

２ 助成基準額は、代替保育士等の雇用日数に１日当たり 

 ８，１９０円を乗じた額とする。 

紙おむつ処分事業費 次に掲げる額のいずれか低い額 

(1) 保育所等を利用する児童が使用した紙おむつの処分に

係る経費（当該経費の算出ができない場合は、１２０円

に４月１日（認定こども園において満３歳児保育に係る

紙おむつを処分する場合は、１０月１日）における入所

児童数（実施年齢が３歳以下の児童に限る。）を乗じて

得た額（その額に１，０００円未満の端数があるときは

、これを切り捨てた額）） 

(2) 次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 利用定員が１９人以下の施設 ５０，０００円 

イ 利用定員が２０人以上９０人以下の施設 １００，

０００円 

ウ 利用定員が９１人以上の施設 １５０，０００円 

備考 

 「常勤的非常勤の職員」とは、１日６時間以上かつ月２０日以上勤務する非常勤の職員 

（社会保険の被保険者である者に限る。）をいう。 

２ 茅ヶ崎市保育所施設設置等助成金 



助成金交付の目的 既存の建物を利用した保育所の設置等に要する費用を助成 

することにより、新たな保育所の設置を促進する。 

助成対象者 保育所を設置経営する社会福祉法人 

助成対象事業 １ 既存の建物を賃借して保育所（分園を含む。以下この

表において同じ。）を新設する場合に、保育の実施に必

要な建物の改修、設備の整備及び改修期間中の建物の賃

借を行う事業 

２ 保育所の用に供するため既存の建物を賃借する事業 

 （令和６年４月１日から令和７年３月３１日に開所した 

 保育所に限る。） 

助成金額 次に掲げる助成対象事業の区分に応じ、それぞれに掲げる

額とする。ただし、土地の買収又は整地等に要する費用及

びその他適当と認められないものを除く。 

１ 助成対象事業の項１に掲げる事業 保育の実施に必要

な建物の改修、設備の整備に要する費用（備品の購入に

要する費用を含む。）の額、改修期間に係る建物の賃借

料及び礼金の額を合計して得た額（その額が３８，２２

３，０００円を超えるときは、３８，２２３，０００円

とし、分園の場合は２６，２１０，０００円を超えると

きは、２６，２１０，０００円とする。）に４分の３を

乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた額） 

２ 助成対象事業の項２に掲げる事業 建物の賃借料の額 

 に４分の３を乗じて得た額（その額に１，０００円未満 

 の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）。ただ 

 し、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの賃 

 借料に限る。 

交付申請書 様式 第１号様式 



提出期限 別に定める日 

添付書類 １ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ 賃貸借契約書の写し 

４ 貸借対照表 

５ 平面図及び立面図 

６ 工事契約書の写し 

７ 工事仕様書 

８ 工事費の目別内訳書 

９ 工事工程計画表 

１０ 見積書の写し 

１１ 施工前の写真 

１２ その他市長が必要と認める書類 

助成金等交付決定通知書

様式 

第３号様式 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 助成対象事業の完了の日から起算して３０日を経過する日 

添付書類 １ 事業報告書 

２ 収支決算書 

３ 事業費精算書 

４ 領収書の写し 

５ 施工後の写真 

６ 検査済証の写し 

７ その他市長が必要と認める書類 

交付の時期 請求のあった日から３０日以内 

財産処分の

制限 

財産の種類

及び期間 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（ 

昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の規定 

により厚生労働大臣の定めるところによる。 

３ 茅ヶ崎市保育所等施設整備費助成金 



助成の目的 保育所及び幼保連携型認定こども園（就学前の子どもに関 

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２ 

条第７項に規定する幼保連携型認定こども園をいう。以下 

同じ。）の整備に対して助成することにより、児童福祉の 

増進を図る。 

助成対象者 保育所及び幼保連携型認定こども園を設置経営する社会福 

祉法人（茅ヶ崎市暴力団排除条例第２条第４号に規定する 

暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団経営支配法人 

等である者を除く。） 

助成対象事業等 １ 子ども・子育て支援法第６１条の規定により策定され 

 た茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画に基づき、保育 

 所及び幼保連携型認定こども園について付表に定める整 

 備をする事業 

２ 次に掲げるものは、助成の対象としないものとする。 

 (1) 土地の買収又は整地等に要する費用 

 (2) その他施設整備費及び設備整備費として適当と認め 

  られないもの 

助成金額等 １ 保育所及び幼保連携型認定こども園の児童福祉施設と 

 しての保育を実施する部分においては、付表１の額と付 

 表１により算定した額に８分の１を乗じて得た額との合 

 計（大規模修繕等については付表１の額により算定した 

 額に４分の３を乗じて得た額とし、防音壁整備について 

 は、付表１の額と付表１により算定した額に２分の１を 

 乗じて得た額との合計）（その額に１，０００円未満の 

 額があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

２ 幼保連携型認定こども園の学校としての教育を実施す 

 る部分においては、付表２の額に４分の３を乗じて得た 

 額（その額に１，０００円未満の額があるときは、その 



 端数を切り捨てた額）とする。 

助
成
申
請
書 

様式 第１号様式 

提出期限 別に定める日 

添付書類 １ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ 平面図及び立面図 

４ 工事仕様書 

５ 工事費の目別内訳書 

６ 見積書の写し 

７ 工事契約書の写し 

８ 貸借対照表 

９ 室名及び面積表 

１０ 施工前の写真 

１１ その他市長が必要と認める書類 

助成決定通知書様式 第２号様式 

助成の時期 請求のあった日から３０日以内 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 助成対象事業の完了の日から起算して３０日を経過する日 

添付書類 １ 事業報告書 

２ 収支決算書 

３ 事業費精算書 

４ 領収書の写し 

５ 施工後の写真 

６ 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し 

７ その他市長が必要と認める書類 

財産処分の

制限 

財産の種類

及び期間 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 

１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣の定めると 

ころによる。（助成対象事業等の３に限る。） 



付表１ 

助成基準額表 

区分 基準額 

創
設
、
増
築
、
増
改
築
及
び
改
築 

本体工事 定員 ２０人以下 ７６，７００，０００円 

２１人以上３０人以下 ８０，４００，０００円 

３１人以下４０人以下 ９３，４００，０００円 

４１人以下７０人以下 １０６，６００，０００円 

７１人以上１００人以下 １３８，４００，０００円 

１０１人以上１３０人以下 １６６，５００，０００円 

１３１人以上１６０人以下 １９２，８００，０００円 

１６１人以上１９０人以下 ２１９，０００，０００円 

１９１人以上２２０人以下 ２４３，４００，０００円 

２２１人以上２５０人以下 ２６９，６００，０００円 

２５１人以上 ２９９，６００，０００円 

特殊附帯工事 １０，５６０，０００円 

設計料加算 本体工事に係る基準額（開設準備費加算、土地借料加算 

を除く。）×０．０５（千円未満切り捨て） 

開設準備費加算 次に掲げる整備後の定員区分における基準額に増加定員 

数を乗じて加算 

 定員 ２０人以下 ３６，０００円 

２１人以上３０人以下 ２７，０００円 

３１人以上４０人以下 ２２，０００円 

４１人以上７０人以下 １９，０００円 

７１人以上１００人以下 １５，０００円 

１０１人以上１３０人以下 １３，０００円 

１３１人以上１６０人以下 １２，０００円 

１６１人以上 １１，０００円 

土地借料加算 ３１，０００，０００円 



地域の余裕スペース活 

用促進加算 
１０，８８０，０００円 

増
改
築
及
び
改
築 

解体撤去工事 定員 ２０人以下 １，５３５，０００円 

２１人以上３０人以下 １，７４０，０００円 

３１人以下４０人以下 ２，３２０，０００円 

４１人以下７０人以下 ２，９２１，０００円 

７１人以上１００人以下 ４，１１９，０００円 

１０１人以上１３０人以下 ４，９４４，０００円 

１３１人以上１６０人以下 ６，１８０，０００円 

１６１人以上１９０人以下 ７，４１６，０００円 

１９１人以上２２０人以下 ８，６５２，０００円 

２２１人以上２５０人以下 ９，８９０，０００円 

２５１人以上 １１，１２５，０００円 

仮設施設設備工 

事 

定員 ２０人以下 ２，７３４，０００円 

２１人以上３０人以下 ３，３３６，０００円 

３１人以下４０人以下 ４，０４３，０００円 

４１人以下７０人以下 ５，６１７，０００円 

７１人以上１００人以下 ８，４２８，０００円 

１０１人以上１３０人以下 １０，１１４，０００円 

１３１人以上１６０人以下 １２，６４２，０００円 

１６１人以上１９０人以下 １３，８２３，０００円 

１９１人以上２２０人以下 １６，１２８，０００円 

２２１人以上２５０人以下 １８，４３２，０００円 

２５１人以上 ２０，７３５，０００円 

大規模修繕等 実支出額 

防音壁整備 ３，４４１，０００円 

 

  



付表２ 

助成基準額表 

区分 基準額 

創
設
、
増
築
、
増
改
築
及
び
改
築 

本体工事 定員 ２０人以下 ５７，４００，０００円 

２１人以上３０人以下 ６０，２００，０００円 

３１人以下４０人以下 ７０，１００，０００円 

４１人以下７０人以下 ７９，９００，０００円 

７１人以上１００人以下 １０３，８００，０００円 

１０１人以上１３０人以下 １２４，８００，０００円 

１３１人以上１６０人以下 １４４，４００，０００円 

１６１人以上１９０人以下 １６４，１００，０００円 

１９１人以上２２０人以下 １８２，５００，０００円 

２２１人以上２５０人以下 ２０２，２００，０００円 

２５１人以上 ２２４，５００，０００円 

特殊附帯工事 ７，８５０，０００円 

設計料加算 本体工事及び特殊附帯工事費に係る基準額×０．０５（ 

千円未満切り捨て） 

増
改
築
及
び
改
築 

解体撤去工事 定員 ２０人以下 １，１５０，０００円 

２１人以上３０人以下 １，３０５，０００円 

３１人以下４０人以下 １，７４０，０００円 

４１人以下７０人以下 ２，１９１，０００円 

７１人以上１００人以下 ３，０８８，０００円 

１０１人以上１３０人以下 ３，７０７，０００円 

１３１人以上１６０人以下 ４，６３５，０００円 

１６１人以上１９０人以下 ５，５６２，０００円 

１９１人以上２２０人以下 ６，４８９，０００円 

２２１人以上２５０人以下 ７，４１６，０００円 

２５１人以上 ８，３４４，０００円 



仮設施設設備工 

事 

定員 ２０人以下 ２，０５０，０００円 

２１人以上３０人以下 ２，５０２，０００円 

３１人以下４０人以下 ３，０３２，０００円 

４１人以下７０人以下 ４，２１３，０００円 

７１人以上１００人以下 ６，３２０，０００円 

１０１人以上１３０人以下 ７，５９５，０００円 

１３１人以上１６０人以下 ９，４８３，０００円 

１６１人以上１９０人以下 １０，３６７，０００円 

１９１人以上２２０人以下 １２，０９５，０００円 

２２１人以上２５０人以下 １３，８２３，０００円 

２５１人以上 １５，５５１，０００円 

備考 

１ この表において「創設」とは、新たに施設を整備することをいう。 

２ この表において「増築」とは、既存施設の定員の増員を図るための整備をすることを 

 いう。 

３ この表において「改築」とは、既存施設の定員の増員を行わないで改築整備をするこ 

 とをいう。 

４ この表において「増改築」とは、既存施設の定員の増員を図るための増築整備をする 

 とともに、既存施設の改築整備（一部改築を含む。）をすることをいう。 

５ この表において「特殊附帯工事」とは、付表１においては、創設、増築、増改築及び 

 改築と同時に行う、排水の再利用その他の資源の有効活用を図るための設備の整備で市 

 長が必要と認めるものをいい、付表２においては、創設、増築、増改築及び改築と同時 

 に行う、排水の再利用その他の資源の有効活用を図るための設備の整備及び樹木その他 

 の屋外教育環境の整備で市長が必要と認めるものをいう。 

６ この表において「大規模修繕等」とは、既存施設について、施設の老朽化に伴う、屋 

 上の防水工事、給排水設備の改修工事等で市長が必要と認めるものをいう。 

７ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合の基準額は、（工事に係る定 

 員数÷整備後の総定員数）×整備後の総定員数の規模における基準額とする。 



  また、工事に係る定員が算定できない場合の基準額は「工事にかかる定員数＝総定員 

 数×整備する面積／整備後の総面積」で算定する。 

８ 一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合の基準額は、（既存施設の工事にか 

 かる定員数÷整備前の総定員数）×整備前の総定員数の規模における基準額とする。 

  また、工事に係る定員が算定できない場合は、「工事にかかる定員数＝総定員数×改 

 築する面積／既存施設の総面積」で算定する。 

 

４ 茅ヶ崎市小規模保育事業等運営費助成金 

助成金の交付の目的 小規模保育事業（法第６条の３第１０項に規定する事業を 

いう。以下同じ。）及び事業所内保育事業（法第６条の３ 

第１２項に規定する事業をいう。以下同じ。）に市町村認 

可事業として位置付けられ、子ども・子育て支援法第２９ 

条第１項に基づく確認を受けた事業（以下「小規模保育事 

業等」という。）における自主的な施設経営を促進すると 

ともに、経営基盤の安定及び強化並びに入所児童の処遇の 

向上を図る。 

助成対象者 小規模保育事業等を設置経営する社会福祉法人（茅ヶ崎市 

暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同 

条第５号に規定する暴力団経営支配法人等である者を除く 

。） 

助成対象事業 付表１のとおり 

助成金額 １施設当たり付表２に掲げる額 

交
付
申
請
書 

様式 第１号様式その１ 

提出期限 別に定める日 

添付書類 １ 事業計画書 

２ 助成金申請額算定内訳書 

３ 収支予算書 

４ 貸借対照表 



５ 実施事業における支出予定がわかる書類 

６ その他市長が必要と認める書類 

助成金等交付決定通知書 

様式 

第３号様式その１ 

交付の時期 請求のあった日から３０日以内 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 ５月３１日 

添付書類 １ 事業報告書 

２ 収支決算書 

３ 助成事業精算書 

４ 実施事業における支出がわかる書類 

５ その他市長が必要と認める書類 

付表１ 

助成金の種類 助成対象事業等の内容 

年齢別利用者基礎加算 実施年齢２歳以下の受入を促進及び処遇の改善を図るため

の経費 

損害保険加入費 賠償責任保険及び利用者に係る傷害保険の加入に要する経

費（スポーツ振興センターの災害共済給付に加入の場合は

併用可） 

延長保育促進事業運営費 小規模保育事業等における延長保育事業を円滑に実施し、 

延長保育に対する保育需要に対応するとともに、入所児童 

の福祉の向上を図る費用。１１時間の開所時間を超えて、 

さらに３０分以上の延長保育を実施する事業（以下「延長 

保育事業」という。）。なお、延長保育事業とは、延長保 

育事業実施要綱に定められた事業をいう。また、実施体制 

を整えている場合に限り、児童数の実績に関わらず事業を 

実施したとみなすこととする。なお、平均対象児童数は、 

年間の上記の延長時間区分における各週の最も多い利用児 



童数から各月における各週の最も少ない利用児童数を除い 

た人数をもって平均し、小数点以下第一位を四捨五入して 

得た数とする。 

一時預かり事業運営費 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった児 

童を小規模保育事業等において一時的に預かり、必要な保 

護を行うことにより、子育て家庭における保護者の負担の 

軽減を図るとともに児童の福祉の向上を図る費用。なお、 

一時預かり事業とは、一時預かり事業実施要綱に定められ 

た事業をいう。 

保育所等業務効率化推進

事業費 

保育所等における業務効率化の推進を図ることを目的とす

る次に掲げる機能を有するシステムの導入 

(1) 保育に関する計画及び記録に関する機能 

(2) 児童の登園及び降園の管理に関する機能 

(3) 保護者との連絡に関する機能 

(4) キャッシュレス決済に関する機能 

保育士エキスパート等研 

修代替保育士雇用費 

保育士等が研修を受講しやすい環境を整えるとともに、保 

育士等が研修に参加している期間において保育の質の確保 

を図る事業 

紙おむつ処分事業費 小規模保育事業等において児童が使用した紙おむつの処分 

付表２ 

助成の種類 助成金額 

年齢別利用者基礎加算 
実施年齢０、１歳年間受入児童数×１７，２４０円と実施 

年齢２歳年間受入児童数×８，６２０円を合計した額 

損害保険加入費 
賠償責任保険及び利用者に係る傷害保険の加入に要する費 

用の額に２分の１を乗じて得た額 

延長保育促進事業運営費 

１ 次に掲げる場合に応じ、それぞれに定める額 

 (1) ３０分を超え１時間以内の延長保育を実施する場合 

  月額２０，０００円 



 (2) １時間を超え２時間以内の延長保育を実施する場合 

  月額８０，０００円 

２ 一般型 

 (1) 保育短時間認定（在籍児童１人当たり年額） 

  ア 小規模保育事業 

延長時間区分 Ａ型・Ｂ型 Ｃ型 

１時間 １４，０００円 １７，７００円 

２時間 ２８，０００円 ３５，４００円 

３時間 ４２，０００円 ５３，１００円 

  イ 事業所内保育事業（定員１９人以下） 

延長時間区分  

１時間 １２，９００円 

２時間 ２５，８００円 

３時間 ３８，７００円 

 (2) 保育標準時間認定（１事業当たり年額） 

  ア 小規模保育事業 

   (ｱ) 自園調理等 

    「自園調理等」は、食事について、事業所内で調 

    理する方法により提供する事業所及び連携施設又 

    は給食搬入施設から食事を調理・搬入して提供す 

    る事業所に適用（イにおいて同じ） 

延長時間区 

分 

Ａ型・Ｂ型 Ｃ型 

３０分 ６００，０００円 ６００，０００円 

１時間 １，４２２，００

０円 

１，４２２，００

０円 

２～３時間 １，７６０，００

０円 

１，７６０，００

０円 



４～５時間 ４，３６６，００

０円 

４，３４６，００

０円 

６時間以上 ５，０９２，００

０円 

５，０７１，００

０円 

   (ｲ) その他 

延長時間区

分 

Ａ型・Ｂ型 Ｃ型 

３０分 ６００，０００円 ６００，０００円 

１時間 １，３７５，００

０円 

１，３７５，００

０円 

２～３時間 １，６０５，００

０円 

１，６０５，００

０円 

４～５時間 ３，５２４，００

０円 

３，５０３，００

０円 

６時間以上 ３，９４４，００

０円 

３，９２３，００

０円 

  イ 事業所内保育事業 

   (ｱ) 自園調理等 

延長時間区 

分 

定員２０人以上 定員１９人以下 

３０分 ５５２，０００円 ５５２，０００円 

１時間 １，６１９，００

０円 

１，３０８，００

０円 

２～３時間 ２，５４０，００

０円 

１，６１９，００

０円 

４～５時間 ５，２２０，００

０円 

４，０１７，００

０円 

６時間以上 ６，１６８，００ ４，６８５，００



０円 ０円 

   (ｲ) その他 

延長時間区 

分 

定員２０人以上 

 

定員１９人以下 

Ａ型・Ｂ型 

３０分 ５５２，０００円 ５５２，０００円 

１時間 １，４０６，００

０円 

１，２６５，００

０円 

２～３時間 １，８２８，００

０円 

１，４７７，００

０円 

４～５時間 ３，８７５，００

０円 

３，２４２，００

０円 

６時間以上 ４，５４２，００

０円 

３，６２８，００

０円 

３ 延長保育料の免除を行った場合の助成金額 児童（Ｂ 

 階層の世帯に属する児童については、延べ２７時間３０ 

 分以内の延長保育を利用している児童にあってはその扶 

 養義務者から児童１人につき１，０００円以上の延長保 

 育料を、延べ２７時間３０分を超える延長保育を利用し 

 ている児童にあってはその扶養義務者から児童１人につ 

 き５００円以上の延長保育料を徴収している場合におけ 

 る児童に限る。）１人につき次の表に定める額 

保育料の階層 助成金額（月額） 

Ａ階層 当該減免した額。ただし、次に掲げる児 

童の区分に応じ、それぞれに定める額を 

上限とする。 

１ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ２７時間以内である児童 ４， 

 ０００円 



２ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ２７時間を超え４０時間３０分 

 以内である児童 ６，０００円 

３ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ４０時間３０分を超える児童  

 ８，０００円 

Ｂ階層 当該減免した額。ただし、次に掲げる児

童の区分に応じ、それぞれに定める額を

上限とする。 

１ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ２７時間以内である児童 月額 

 ３，０００円 

２ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ２７時間を超え４０時間３０分 

 以内である児童 月額４，５００円 

３ 延長保育を利用した時間が１月につ 

 き延べ４０時間３０分を超える児童  

 月額６，０００円  
 

一時預かり事業運営費 １ 運営費 

 (1) 一般型 

  ア 一般型対象児童（イを除く）（１か所当たり年額 

    ） 

    保育従事者がすべて保育士又は１日当たり平均利 

   用児童数概ね３人以下の施設において保育士とみな 

   された家庭的保育者と同等の研修を終了した者の場 

   合 

年間延べ利用児童数 基準額 

３００人未満 ２，８３３，０００円 



３００人以上９００人未満 ３，１０５，０００円 

９００人以上１，５００人未 

満 

３，３２１，０００円 

１，５００人以上２，１００ 

人未満 

４，７９７，０００円 

２，１００人以上２，７００ 

人未満 

６，２７３，０００円 

２，７００人以上３，３００ 

人未満 

７，７４９，０００円 

３，３００人以上３，９００ 

人未満 

９，２２５，０００円 

３，９００人以上 １０，７０１，０００円 

  イ 特別支援児童（障害児・多胎児）加算（児童１人 

   当たり日額） ３，６００円 

 (2) 余裕活用型（児童１人当たり日額） 

  ア 基本分 ２，４００円 

  イ 特別支援児童（障害児・多胎児）加算（児童１人 

   当たり日額） ３，６００円 

保育所等業務効率化推進

事業費 

付表１保育所等業務効率化推進事業費の項(1) から(4) まで

に掲げる機能を有するシステムの導入に要する費用の額に相

当する額（当該額に１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）に４分の３を乗じて得た額とし、次の

表に定める額を上限とする。 

 端末の導入を伴う

場合の上限額 

端末の導入を伴わ

ない場合の上限額 

１つの機能を有

するシステムを

導入する場合 

５２５，０００円 １５０，０００円 



２つの機能を有

するシステムを

導入する場合 

６７５，０００円 ３００，０００円 

３つの機能を有

するシステムを

導入する場合 

８２５，０００円 ４５０，０００円 

４つの機能を有

するシステムを

導入する場合 

９７５，０００円 ６００，０００円 

 

保育エキスパート等研修 

代替保育士雇用費 

助成対象経費及び助成基準額は次のとおりとする。 

１ 助成対象経費は、保育士等（「保育士等」とは、保育 

 士等キャリアアップ研修の実施について（平成２９年４ 

 月１日付け雇児保発０４０１第１号）３(1)に定める研修 

 の対象者）が研修（「研修」とは、保育士等キャリアア 

 ップ研修の実施について（平成２９年４月１日付け雇児 

 保発０４０１第１号）に基づき、県が実施する研修（委 

 託を含む）及び県が指定した研修をいう。）に参加する 

 にあたり、小規模保育事業等が代替保育士等を雇用した 

 場合に要する雇用経費（公定価格の基本分単価に含まれ 

 る保育士１人当たり年間３日分の研修代替要員分を除く 

 。）。 

２ 助成基準額は、代替保育士等の雇用日数に１日当たり 

 ８，１９０円を乗じた額とする。 

紙おむつ処分事業費 次に掲げる額のいずれか低い額 

(1) 保育所等を利用する児童が使用した紙おむつの処分に

係る経費（当該経費の算出ができない場合は、１２０円

に４月１日における入所児童数（実施年齢が３歳以下の

児童に限る。）を乗じて得た額（その額に１，０００円



未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）） 

(2) 次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 利用定員が１９人以下の施設 ５０，０００円 

イ 利用定員が２０人以上９０人以下の施設 １００，

０００円 

ウ 利用定員が９１人以上の施設 １５０，０００円 

５ 茅ヶ崎市小規模保育事業施設整備費助成金 

助成金交付の目的 既存の建物を利用した小規模保育事業（法第６条の３第１ 

０項に規定する小規模保育事業をいう。以下同じ。）の設 

置等に要する費用を助成することにより、新たな小規模保 

育事業の設置を促進する。 

助成対象者 小規模保育事業を設置経営する社会福祉法人 

助成対象事業 既存の建物を賃借して小規模保育事業を新設する場合に、 

保育の実施に必要な建物の改修、設備の整備及び改修期間 

中の建物の賃借を行う事業 

助成金額 保育の実施に必要な建物の改修、設備の整備に要する費

用（備品の購入に要する費用を含む。）の額、改修期間に

係る建物の賃借料及び礼金の額を合計して得た額（その額

が３８，２２３，０００円を超えるときは、３８，２２

３，０００円とする。）に４分の３を乗じて得た額（その

額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額） 

交
付
申
請
書 

様式 第１号様式 

提出期限 別に定める日 

添付書類 １ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ 賃貸借契約書の写し 

４ 貸借対照表 



５ 平面図及び立面図 

６ 工事契約書の写し 

７ 工事仕様書 

８ 工事費の目別内訳書 

９ 工事工程計画表 

１０ 見積書の写し 

１１ 施工前の写真 

１２ その他市長が必要と認める書類 

助成金等交付決定通知書 

様式 

第３号様式 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 助成対象事業の完了の日から起算して３０日を経過する日 

添付書類 １ 事業報告書 

２ 収支決算書 

３ 事業費精算書 

４ 領収書の写し 

５ 施工後の写真 

６ 検査済証の写し 

７ その他市長が必要と認める書類 

交付の時期 請求のあった日から３０日以内 

財産処分の 

制限 

財産の種類 

及び期間 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 

１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣の定めると 

ころによる。 

６ 茅ヶ崎市連携施設助成金 

助成金交付の目的 地域型保育事業（法第６条の３第９項に規定する家庭的保 

育事業、同条第１０項に規定する小規模保育事業、及び同 

条第１２項に規定する事業所内保育事業をいう。以下同じ 

。）の連携施設となった保育所、幼稚園（子ども・子育て



支援法第７条第４項に規定する幼稚園をいう。以下同

じ。）及び認定こども園に対し、連携に係る経費を助成す

ることで、地域型保育事業の卒園児の受け皿を確保すると

ともに、地域型保育事業の保育の質の向上を図る。 

助成対象者 地域型保育事業の連携施設となった保育所、幼稚園及び認 

定こども園を設置経営する法人で社会福祉法人。（茅ヶ崎 

市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は 

同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等である者を除 

く。） 

助成対象事業等 １ 地域型保育事業の連携施設となり、付表１に掲げる連 

 携を行うこと。公立施設及び同一法人による連携は対象 

 外とする。 

２ 交付された助成金は、配置基準を超えて保育士等を配 

 置するために必要な雇用経費にあてること。常勤・非常 

 勤は問わない。ただし、助成額の範囲内で需用費（消耗 

 品費、会議費、印刷製本費）、役務費（通信運搬費、広 

 告料、手数料）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入 

 費にあてることができる。 

３ 連携内容に「卒園児の受入枠」を１名以上必ず設定す

ること（市が保育の利用を希望する児童に対し、保育所

等の利用に係る調整を行った場合を除く。）。保育支援

のみの連携では助成対象外とする。 

４ 連携内容を記した協定書を取り交わすこと（市が保育

の利用を希望する児童に対し、保育所等の利用に係る調

整を行った場合を除く。）。 

５ 常態的に土曜日を開所しない場合、年末年始・日曜祝 

 日以外に長期休暇（連続して７日間以内）を設定する場 

 合は、助成基準額から７％の減額措置をする。ただし、 



 連続して８日間（営業日）以上長期休暇を設定する場合 

 は、助成対象外とする。 

６ 幼稚園については、１日８時間以上（教育時間前後の 

 預かり保育を含む）開所していること。 

７ 保育支援分は、実施する項目の合計額を助成額とする 

 。 

８ 連携を開始した月から助成を開始し、連携月数に月額 

 助成単価を乗じた額を助成額とする。 

９ 助成対象経費は子ども・子育て支援法に基づく施設型 

 給付や、他の助成金の対象経費と重複しないこと。 

助成金額 １ 保育支援分（１連携当たり） 

 下表の月額単価×連携月数 

連携内容 月額単価 

集団保育の機会の設定 １６，２２０円 

地域型保育事業者への指導・助言 １９，１００円 

保育内容の支援（合同行事・合同 

健診など） 
８，１１０円 

代替保育の提供 １６，２２０円 

２ 卒園児の受入枠設定分（１人当たり） 

 月額 ２６，５５０円×連携月数 

交
付
申
請
書 

様式  第１号様式その１ 

提出期限 別に定める日 

添付書類 １ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ 連携内容を記した協定書の写し（市が保育の利用を希

望する児童に対し、保育所等の利用に係る調整を行った

場合を除く。） 

４ その他市長が必要と認める書類 



助成金等交付決定通知書 

様式 

第３号様式その２ 

交付の時期 請求のあった日から３０日以内 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 ５月３１日 

添付書類 １ 事業報告書 

２ 収支決算書 

３ 事業費精算書 

４ その他市長が必要と認める書類 

付表１ 

項目 内容 

１ 

保
育
支
援 

(1) 集団保育の機会の設定 地域型保育事業を利用する児童に対して、定期 

的に連携施設を開放し、連携施設の入所児童と 

の交流や、集団活動を通じた児童同士の関係作 

りなど、合同保育に関する支援 

(2) 地域型保育事業者への指導・ 

 助言 

乳幼児の保育に関する相談・指導等の支援 

(3) 保育内容の支援 地域型保育事業を利用する児童を招いて、運動 

会や発表会等の行事を合同で実施するなど、行 

事への参加に関する支援、児童に提供する食事 

の献立作成及び調理・搬入等の支援、健康診断 

や健康管理に関する嘱託医に対する相談等の支 

援 

(4) 代替保育の提供 保育士等の急な病休等の際や、研修受講時の代 

替要員の派遣等の支援 

２ 卒園児の受入枠設定 地域型保育事業を利用する児童が満３歳に達し 

た場合など、事業所を卒園する際の受け皿とし 

ての支援 



７ 茅ヶ崎市一時預かり事業運営費助成金 

助成金交付の目的 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった児 

童を一時的に預かり、必要な保護を行うことにより、子育 

て家庭における保護者の負担の軽減を図るとともに児童の 

福祉の向上を図る。 

助成対象者 １ 認定こども園又は幼稚園を設置経営する法人で社会福 

祉法人のもの 

２ 法第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設で 

 あって法第３５条第４項の認可を受けていないもの（法 

 第５８条の規定により児童福祉施設の認可を取り消され 

 たものを含む。）のうち、神奈川県知事に届出をした施 

 設（以下「届出保育施設」という。）の設置者 

助成対象事業 一時預かり事業実施要綱に定められた事業 

助成金額 １施設当たり付表１に掲げる額 

ただし、幼稚園においては、付表１に掲げる(2)ア(ｱ)のａ 

(c)、ｂ(c)及び、付表(2)ア(ｳ)のみを対象とする。 

交
付
申
請
書 

提出期限 別に定める日 

添付書類 １ 理由書 

２ 事業計画書 

３ 助成金申請額算定内訳書 

４ 収支予算書 

５ その他市長が必要と認める書類 

助成金等交付決定通知書 

様式 

第３号様式その１ 

交付の時期 請求のあった日から３０日以内 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 ５月３１日 

添付書類 １ 事業報告書 



２ 収支決算書 

３ 助成事業精算書 

４ その他市長が必要と認める書類 

付表１ 

１ 運営費 

 (1) 一般型 一般型対象児童（１か所当たり年額） 

  ア 基本分 

   (ｱ) 保育従事者が全て保育士（１日当たり平均利用児童数が概ね３人以下の施設に

おいて、保育士とみなされる家庭的保育者と同等の研修を修了した者を含む。

）の場合 

年間延べ利用児童数 基準額 

３００人未満 ２，８３３，０００円 

３００人以上９００人未満 ３，１０５，０００円 

９００人以上１，５００人未満 ３，３２１，０００円 

１，５００人以上２，１００人未満 ４，７９７，０００円 

２，１００人以上２，７００人未満 ６，２７３，０００円 

２，７００人以上３，３００人未満 ７，７４９，０００円 

３，３００人以上３，９００人未満 ９，２２５，０００円 

３，９００人以上 １０，７０１，０００円 

   (ｲ) (ｱ)以外（地域密着Ⅱ型を含む）の場合 

年間延べ利用児童数 基準額 

３００人未満 ２，８３３，０００円 

３００人以上９００人未満 ２，９７９，０００円 

９００人以上１，５００人未満 ３，２００，０００円 

１，５００人以上２，１００人未満 ４，６２２，０００円 

２，１００人以上２，７００人未満 ６，０４４，０００円 

２，７００人以上３，３００人未満 ７，４６６，０００円 

３，３００人以上３，９００人未満 ８，８８８，０００円 



３，９００人以上 １０，３１０，０００円 

 (2) 幼稚園型Ⅰ 

  ア 在籍園児分（児童１人当たり日額） 

   (ｱ) 基本分（平日の教育時間前後や長期休業日の利用） 

    ａ 年間延べ利用児童数２，０００人超の施設 

     (a) 平日 ４００円 

     (b) 長期休業日（８時間未満） ４００円 

     (c) 長期休業日（８時間以上） ８００円 

    ｂ 年間延べ利用児童数２，０００人以下の施設 

     (a) 平日 （１，６００，０００円÷年間延べ利用児童数－４００円（１０円 

      未満切り捨て） 

     (b) 長期休業日（８時間未満） ４００円 

     (c) 長期休業日（８時間以上） ８００円 

   (ｲ) 休日分（土曜日、日曜日及び国民の休日等の利用） ８００円 

   (ｳ) 長時間加算 

    ａ (ｱ)ａ(a)及びｂ(a)については４時間（又は教育時間との合計が８時間）、( 

     ｱ)ａ(c)、ｂ(c)及び(ｲ)については８時間を超えた利用の場合 

     (a) 超えた利用時間が２時間未満 １５０円 

     (b) 超えた利用時間が２時間以上３時間未満 ３００円 

     (c) 超えた利用時間が３時間以上 ４５０円 

    ｂ (ｱ)a(b)及びb(b)については４時間を超えた利用の場合 

     (a) 超えた利用時間が２時間未満 １００円 

     (b) 超えた利用時間が２時間以上３時間未満 ２００円 

     (c) 超えた利用時間が３時間以上 ３００円 

   (ｴ) 保育体制充実加算 

    ａ ｂの(a)又は(b)の要件を満たした上で、(c)及び(d)の要件を満たす施設 １ 

     か所当たり年額２，８９２，４００円 

    ｂ 次の(a)又は(b)の要件を満たした上で、(c)及び(e)の要件を満たす施設 １ 

     か所当たり年額１，４４６，２００円 



     (a) 平日及び長期休業中の双方において、原則１１時間以上（平日については 

      教育時間を含む）の預かりを実施していること。 

     (b) 平日及び長期休業中の双方において、原則９時間以上（平日については教 

育時間を含む）の預かりを実施するとともに、休日において４０日以上の預 

かりを実施していること。 

     (c) 年間延べ利用児童数が２，０００人超の施設であること。 

     (d) 児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省第１１号）第３６条の３５第２号 

      ロ（附則第５６条第１項において読替え）及びハに基づき配置する者（以下 

      「教育・保育従事者」）をすべて保育士又は幼稚園教諭普通免許状保有者と 

      すること。また、当該教育・保育従事者の数は２名を下ることがないこと。 

     (e) 教育・保育従事者の概ね２分の１以上を保育士又は幼稚園教諭普通免許状 

      保有者とすること。また、当該教育・保育従事者の数は２名を下ることがな 

      いこと。 

   (ｵ) 就労支援型施設加算（事務経費） １か所当たり年額 １，３８３，２００円 

    ａ ｂ(c) の配置月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする 

     。）が６月に満たない場合には、１か所当たり年額を６９１，６００円とする 

     。 

    ｂ 次の要件を満たす施設に適用する。 

     (a) 平日及び長期休業中の双方において、８時間以上（平日については教育時 

      間を含む）の預かりを実施していること。 

     (b) 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成２ 

      ６年内閣府令第３９号）第４２条に規定されている連携施設となっているこ 

      と。 

     (c) 本事業の事務を担当する職員を追加で配置すること。 

  イ 在籍園児以外の児童分（ウ及び(3)を除く）（児童１人当たり日額） 

   (ｱ) 基本分 ８００円 

   (ｲ) 長時間加算（８時間を超えた利用） 

    ａ 超えた利用時間が２時間未満 １５０円 

    ｂ 超えた利用時間が２時間以上３時間未満 ３００円 



    ｃ 超えた利用時間が３時間以上 ４５０円 

  ウ 特別な支援を要する児童分（児童１人当たり日額） ４，０００円 

   (ｱ) 以下のいずれかの要件を満たすと市町村が認める児童に適用する。 

    ａ 教育時間内において特別な支援を要するとして、既に多様な事業者の参入促 

     進・能力活用事業（認定こども園特別支援教育・保育経費）や都道府県等によ 

     る補助事業等の対象となっている児童 

    ｂ 特別児童扶養手当証書を所持する児童、身体障害者手帳、療育手帳又は精神 

     障害者福祉手帳を所持する児童、医師、巡回支援専門員等障害に関する専門的 

     知見を有する者による意見等により障害を有すると認められる児童その他の健 

     康面・発達面において特別な支援を要すると市町村が認める児童 

   (ｲ) 幼稚園型Ⅰに係る公費支援の総額（１施設当たり年額）は、１０，２２３，０ 

    ００円を上限額とする（なお、待機児童又は特別な支援を要する児童の受け入れ 

    促進に資する措置（ア(ｱ)ａ(c)、ア(ｱ)b(c)、ア(ｳ)、ア(ｴ)、イ(ｲ)、及びウに係 

    る基準額）を適用したことにより１０，２２３，０００円を超えた場合は、この 

    限りでない）。 

 (3) 幼稚園型Ⅱ（児童１人当たり日額） 

  ア ２歳児 

   (ｱ) 一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）を利用する年間延べ利用児童数が１，５００人 

    以上の施設 

    ａ 基本分 ２，６５０円 

    ｂ 長時間加算（８時間を超えた利用） 

     (a) 超えた利用時間が２時間未満 ３３０円 

     (b) 超えた利用時間が２時間以上３時間未満 ６６０円 

     (c) 超えた利用時間が３時間以上 ９９０円 

   (ｲ) 一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）を利用する年間延べ利用児童数が１，５００人 

    未満の施設 

    ａ 基本分 ２，２５０円 

    ｂ 長時間加算（８時間を超えた利用） 

     (a) 超えた利用時間が２時間未満 ２８０円 



     (b) 超えた利用時間が２時間以上３時間未満 ５６０円 

     (c) 超えた利用時間が３時間以上 ８４０円 

  イ １歳児 

   (ｱ) 基本分 ２，２５０円 

   (ｲ) 長時間加算（８時間を超えた利用） 

    ａ 超えた利用時間が２時間未満 ２８０円 

    ｂ 超えた利用時間が２時間以上３時間未満 ５６０円 

    ｃ 超えた利用時間が３時間以上 ８４０円 

  ウ ０歳児 

   (ｱ) 基本分 ４，５００円 

   (ｲ) 長時間加算（８時間を超えた利用） 

    ａ 超えた利用時間が２時間未満 ５６０円 

    ｂ 超えた利用時間が２時間以上３時間未満 １，１２０円 

    ｃ 超えた利用時間が３時間以上 １，６８０円 

 

８ 保育士宿舎借上支援事業助成金 

助成の目的 保育士の宿舎を借り上げるための費用の全部又は一部を支 

援することによって、保育士の就業継続及び離職防止を図 

り、保育士が働きやすい環境を整備することを目的とする 

。 

助成対象者 認可保育所、認定こども園、小規模保育事業を設置経営す 

る社会福祉法人 

助成対象事業 保育士を居住させるための宿舎を借り上げる事業 

助成金額 １ 助成条件は以下のとおりとする。 

 (1) 助成の対象となる経費は、助成対象事業の実施年度 

  における宿舎の借り上げに要する賃借料及び共益費又 

  は管理費（以下「賃借料等」という。）とする。 

 (2) 助成の対象となる保育士は、助成対象者に雇用され 



  た者で、雇用開始日から起算して９年以内の常勤保 

  育士（常勤的非常勤の職員を含み、施設長を除く）で 

  あることとする。 

 (3) 助成の対象となる宿舎は、助成対象者が借り上げて 

  いる助成の対象となる保育士を居住させるための本市 

  内にある宿舎であり、助成の対象となる保育士が入居 

  していることを証明できることとする。 

 (4) 本事業は保育士の就業継続を含む保育士確保のため 

  の事業であることに鑑み、助成対象者は、保育士の就 

  業継続のための研修への積極的参加を図るなど、保育 

  士の就業継続に努めること。 

２ 助成金額は以下のとおりとする。 

 (1) 助成の対象となる経費に４分の３を乗じて得た額（ 

  その額に１，０００円未満の端数があるときは、これ 

  を切り捨てる。）とし、宿舎１部屋あたり月額５４， 

  ０００円を上限とする。 

   ただし、令和元年度から引き続き令和５年度におい 

  て本事業の対象者であって、令和６年度も引き続き本 

  事業の対象となった者が、引き続き同じ宿舎に入居し 

  ている場合には、宿舎１部屋あたり月額６１，０００ 

  円を上限とする。 

 (2) 助成対象者が設置経営する本市内にある施設の保育 

所部分の定員数（助成対象者が複数設置運営している場 

合は合計の定員数）に応じ以下のとおり上限額を定め 

る。 

  ア ６０名以下 月額６１，０００円 

  イ ６１名から１５０名 月額１２２，０００円 

  ウ １５１名以上 月額１８３，０００円 



 (3) 助成の対象となる保育士から賃借料等を徴収してい 

  る場合は、賃借料等の差額分から算出した額を助成す 

  る。 

 (4) 宿舎借り上げの費用について、他の助成事業等によ 

  り、住居手当又はそれに類する助成をしている場合に 

  は、対象としない。 

 (5) 助成の対象となる保育士が未入居の月は、対象とし 

  ない。 

交
付
申
請
書 

様式 第１号様式 

提出期限 別に定める日 

添付書類 １ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ 賃貸借契約書の写し 

４ 保育士証の写し 

５ 住民票の写し 

６ 雇用を証する書類 

７ 保育士本人負担額を確認する書類 

８ その他市長が必要と認める書類 

助成決定通知書様式 第３号様式 

助成の時期 請求のあった日から３０日以内 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 助成対象事業の完了の日から起算して２月を経過する日又 

は当該事業が完了した日の属する年度の３月３１日のいず 

れか早い日 

添付書類 １ 事業報告書 

２ 収支決算書 

３ 事業費精算書 

４ その他市長が必要と認める書類 

 



９ 認可保育所等特定事業支援交付金 

助成の目的 こどもたちへの特別な体験の機会の提供による保育及び幼児教育の質

の向上を支援することを目的とする。 

助成対象者 認可保育所、認定こども園、小規模保育事業、幼稚園（子ども・子育

て支援法第７条第４項に規定する幼稚園をいう。）を設置経営する法

人で社会福祉法人以外のもの（茅ヶ崎市暴力団排除条例第２条第４号

に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団経営支配法人

等である者を除く。） 

助成対象事業 支援の対象となる事業は、次のいずれにも該当する事業であって、認

可保育所等が実施する保育及び幼児教育の質の向上に資すると市長が

認めるもの（以下「認可保育所等特定事業」という。）とする。 

(1) こどもたちに特別な体験の機会を提供する事業 

(2) 新たに事業者が実施する事業 

助成金額 認可保育所等特定事業に要する費用の額に相当する額（その額が３０

０，０００円を超える場合には、３００，０００円）とする。 

交
付
申
請
書 

様式 第１号様式その１ 

提出期

限 

別に定める日 

添付書

類 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ その他市長が必要と認める書類 

助成決定通知書様

式 

第３号様式その１ 

助成の時期 請求のあった日から３０日以内 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期

限 

助成対象事業の完了の日から起算して６月を経過する日又は当該事業

が完了した日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日 

添付書 １ 事業実績報告書 



類 ２ 収支決算書 

３ その他市長が必要と認める書類 

 

１０ 手ぶらで保育スタートアップ支援事業費補助金 

助成の目的 手ぶらで保育の推進により保護者並びに保育士及び幼稚園教諭（以下

「保育士等という。」）の負担の軽減を図ることを目的とする。 

助成対象者 

 

認可保育所、認定こども園、地域型保育事業、幼稚園（子ども・子

育て支援法第２７条に規定する特定教育・保育施設で施設型給付費

の支給を受けている幼稚園をいう。）を設置経営する法人で社会福祉

法人以外のもの（茅ヶ崎市暴力団排除条例第２条第５号に規定する

暴力団経営支配法人等である者を除く。）のうち、次に掲げるいずれ

かの措置を講じている施設 

(1) 毎月定額の料金を支払うことにより、当該認可保育所等に必

要な数量の紙おむつが提供されるサービス（以下「おむつのサ

ブスク」という。）の導入  

(2) 当該認可保育所等に在籍する児童全員のコップ、タオル、ハ

ンカチ等を備付け、これらを洗浄する環境の整備 

(3) 当該認可保育所等に在籍する児童全員分の着替えに要する衣

類又はスモックを備付け、これらを洗浄する環境の整備 

 (4) 布団カバー、お昼寝用コットカバー又はタオルケット等を備

付け、これらを洗浄する環境の整備 

 (5) 出欠席の連絡及び通園時に保護者と職員の双方が児童の状況

等を記録することができる電子情報処理組織の活用 

助成対象事業 次に掲げるとおりとする。 

(1) おむつのサブスクの実施に伴う、未使用のおむつを保管する

ための保管庫又はロッカーの購入 

(2) お昼寝用コット又はお昼寝用布団の購入 

(3) 折りたたみヘルメットの購入 



(4) 炊飯器（炊飯容量が１リットル以上のものに限る。）の購入 

(5) 駐輪場の屋根の設置 

助成金額 補助対象事業に要した費用に相当する額（当該額が９９０，０００

円を超える場合は、９９０，０００円）とし、当該額に１，０００

円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。ただ

し、本補助金の申請に係る事務により、施設の事務負担が増加して

いると認められる場合は、当該額に８０，０００円を合算した額を

支給することができる。 

交
付
申
請
書 

様式 第１号様式その１ 

提出期限 別に定める日 

添付書類 

 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ その他市長が必要と認める書類 

助成決定通知書様

式 

第３号様式その１ 

助成の時期 請求のあった日から３０日以内 

実
績
報
告
書 

様式 第５号様式 

提出期限 助成対象事業の完了の日から起算して６月を経過する日又は当該事業

が完了した日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日 

添付書類 １ 事業実績報告書 

２ 事業収支決算書又はこれに代わる書類 

３ 事業実施に要した費用の領収書等の写し 

４ その他市長が必要と認める書類 

 

 


